
業務構造と連携した動的情報管理システムのプロトタイプ版の開発 

Developing Prototype System for Dynamic Management of Information Related 
with Work Breakdown Structure of Disaster Response 

井ノ口 宗成† 田村 圭子‡ 

Munenari Inoguchi† Keiko Tamura‡ 

 

1. はじめに 

近年、我が国では ICT の進展により、災害対応現場にお

ける情報共有の仕組みとして、様々なシステムが導入され

ている。既往のシステムの多くは、災害発生前において扱

うべき情報項目を準備しておく必要がある。WebEOC のよ

うに、利用者自身で自由に帳票項目を整備し、災害時の運

用の中で変更可能なものもある[1]。 

一方で、災害対応業務の主体や手順の不明瞭さによって、

業務が完遂できないという指摘もある。すなわち、業務手

順を明らかにし、その構造に基づいて情報項目を整理し、

それを管理するシステムは、これまで十分に設計・構築が

なされていない。WebEOC であっても、情報項目のみの管

理であり、業務構造と連携する形となっていない。 

そこで、本研究では、ユーザである災害対応従事者が、

業務構造を構築し、その構造と連携した情報項目が、入力

フォームとして表示され、情報が適切に管理・集計される

仕組みの構築を目指す。とくに、本研究で設計・開発した

システムはプロトタイプ版であり、新潟県が実施した図上

訓練において実装し、その有用性を確認するとともに、要

件の見直しを実施する。 

2. WBS Managerによる業務構造 

筆者らは既往研究の中で、効果的に業務構造を分析する

ツールとして「WBS Manager」を開発してきた[2]。WBS 

Manager では、業務を「目的」と「目的を達成するために

実施する仕事」の関係性を、階層を用いて表現・管理する

WBS（Work Breakdown Structure）を、様々な制約に基づい

て分析するツールである。制約の一例としては、M7 とい

う「１つの業務を構成する仕事は７つ以下とする」制約や、

「仕事間をつなぐ資源に着目し、前の仕事の出力は、次の

仕事の入力となる」制約があげられる。 

WBS Managerは、Webアプリとして開発されており、ブ

ラウザから利用者は自由に業務を分析することが可能とな

る。図 1は、WBS Managerの画面の一部である。分析の結

果は、構造を管理した XML 形式のデータに加え、エクセ

ル形式でも出力が可能となっている。また、WBS Manager

で管理される各仕事には「主体」「目的語」「動作（述

語）」という、仕事の骨格部分に加え、「いつ」「何を使

って」「何を出力とする」かという、仕事の遂行に必要な

詳細情報まで管理している。この中で「何を使って」には、

帳票のような情報項目をも管理できる。本研究では、この

「情報項目」と、それを処理するために実施する「業務構

造」の２つに着目し、WBS Managerで分析された業務に対

して、必要な情報項目を連携させ、出力することで、その

結果を自動的に帳票として管理する仕組みの開発に進める

こととした。 

 

図 1 WBS Managerの構成例 

 

3. 動的情報管理システムの要件整備 

前述のように、業務構造はWBS Managerで管理・出力さ

れる。この構造に基づいて、自動的に情報を入力・集計す

るシステムの構築を目指す。第一に、システムの要件を整

備した。 

まず、情報項目の質に着目した。情報項目の質とは、デ

ータベーススキーマを設計する上での「型」に該当するも

のである。災害対応業務から収集される情報の多くは、自

然言語のような文章体のものから、項目に該当する値を表

すデータに至るまで千差万別である。一方で、文章体の情

報を除けば、その多くはデータに位置づけられる。データ

は、数値・文字列の型が多い。また、災害時には決められ

たリストから選択式も多い。本システムで扱うデータの型

としては、直接入力式として数値・文字の２種類と、リス

トからの選択式とした。複数選択については、今回の研究

からは除外し、今後の課題とした。 

データの型を決める上で、災害時の特徴の１つとして

「未入力」「未選択」と「不明」を区別するよう留意した。

すなわち、リストからの選択式に特徴的であるが、ユーザ

が設定したリストに対して「不明」を追加することとした。

文字列については、直接「不明」を入力できるが、数値に

ついても「不明」を受け付け、「不明」の場合は集計時に

排除することとして、データの型は数値であるが「不明」

のみ特別に扱うこととした。 

システムの要件整備にあたり、データの型に加えて、ア

プリとしての動作範囲を決め、データベースの設計を実施

した。本来はデータベース設計時において、扱う項目をテ
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ーブル定義として指定する必要があるが、前述のように、

ユーザが業務分析とともに自由に設定されるため、この設

定をデータベースの項目名として扱うことは難しい。そこ

で、ID を付与した項目名のみを管理するテーブルを設定し、

アプリ側で項目名を入力項目として配置し、データ入力を

可能とする帳票へと展開することとした。 

この項目名には、前述のデータの型も同時に管理するが、

数値・文字列については、前もって「数値しか扱わない」

と指定することは、混沌とした災害対応の現場には合致し

ない。そこで、数字も文字も「直接入力式」として位置づ

け、アプリ側で、入力結果の全件を読み解き、「不明」

「空欄」をのぞき、すべてが数値であれば「数値型」とし、

それ以外を「文字型」とすることとした。 

このように、データベースにおけるデータ管理は柔軟性

を高め、その中で固定的に指定できない部分を、アプリ側

で補完する設計とした。くわえて、データを入力する際に

は、個票のように１件の事案に対して、決められた項目を

入力する形ではなく、複数の事案に対して一覧表の形で、

該当する項目に情報を入力できるように設計した。これは、

災害対応の現場において、必ずしも決められた項目に関す

る情報が、順序だって入手できるとは限らないためである。

個票であれば、対象となる地物（たとえば、〇〇避難所）

を検索し、その個票を開き、該当する項目の場所に情報を

入力する流れとなる。これは、散発的に収集される情報を

記録する場合には不向きである。 

また、ここで入力された情報は、データベース内に記録

されるだけにとどまらない。災害対応において、収集され

た情報をもとに、どういう状況にあるかを把握する必要が

ある。これを支える仕組みとして「一覧表示」および「集

計表示」を機能として付加した。一覧表示は、縦軸に対象

地物の一覧を並べ、横軸にすべての入力すべき項目を並べ、

その交差する該当箇所に、収集されたデータを表示するも

のである。これに対して「集計表示」では、情報項目ごと

に、入力されたデータを型に応じて集計し、その結果を記

すものである。数値であれば合計値、リスト形式であれば

選択肢ごとの件数である。文字列については、本研究では

除外した。なぜならば、文字列の場合は、自然言語処理等

の技術を活用し、状況を表す文章へと集約する必要がある

と考えたためである。 

なお、本システムを設計するにあたり、地理空間情報の

扱いについては、除外することとした。地理空間情報は、

その情報入力の複雑性や、集約時における各種地理空間情

報との統合等、機能が幅広となるためである。災害対応の

現場を考えれば、機能は簡素化し、必要最小限の仕組みと

することを目指した。地理空間情報については、ウェブ型

で地図を閲覧・検索・操作できる仕組みが、すでに社会実

装されているため、本研究におけるプロトタイプ版の開発

時には、既存の仕組みを平行利用することとした。 

4. プロトタイプ版システムの開発 

上述のような仕様に基づき、データベース設計ならびに

各種機能の開発を進め、プロトタイプ版のシステムとして

構築した。このシステムを「業務構造と連携した動的情報

管理システム」と名付けた。 

プロトタイプ版のシステム開発にあたり、複数人の利用

を考慮し、マルチユーザアクセスが可能なデータベースに

て実装した。また、本研究で開発するシステムは、災害対

応現場での利用を考慮し、インストール作業や端末依存を

排除するため、ウェブ型のアプリケーションとして開発・

配置し、ウェブ上で公開した。 

図 2 は、本研究で開発した画面の一部である。図 2 が示

すように、ユーザは、まず自身のユーザを選択することか

ら始める。その後、画面下部に表示される業務・仕事のリ

ストから、自身に割り当てられた業務・仕事を選択する。

この選択により、各業務・仕事に関連づけられた情報項目

が呼び出され、情報入力画面に「ユーザが入力すべき情報

項目」として表示される。図 2 の右が、実際の情報入力画

面である。縦軸には業務実施すべき対象が一覧で表示され、

横軸には情報項目が表示される。交差する位置に、各情報

項目の型に基づいて、直接入力式であればテキストボック

ス、リスト選択式であればドロップダウンリストとして配

置し、ユーザは各項目に情報を入力もしくは選択すること

で、記録を進める。 

 

図 2 「業務構造と連携した動的情報管理システム」の業務選定画面と情報入力画面への推移 
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の避難所一覧構造化された

業務の一覧

対応業務を選択
→自動で帳票化
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図 3 開発したシステムにおける一覧表示画面 

 

図 4 開発したシステムにおける集計表示画面 

 

図 3 は一覧表示、図 4 は集計表示の画面の一部である。

図 2 で示す情報入力画面において記録された情報は、自動

的に図 3 や図 4 に反映される。担当者は情報入力を進める

が、担当を指揮する上職位者は一覧表示や集計表示の画面

を確認し、業務の進捗を把握し、次の対応の戦略や戦術を

決定することとなる。また、十分に入力が進んでいない状

況を把握することで、業務・仕事の進捗が芳しくないと判

断し、必要に応じて業務・仕事の再配置を検討、もしくは、

必要資源の増強等を進めることとなる。 

これらのシステムを開発の後、著者の所属機関で管理す

るサーバー内に配置し、限定的に公開した。なお、サーバ

ーはWindows Server 2008R2に IISを稼働させ、DBMSとし

ては SQL Server 2008 R2 を用いた。システムは、 .net 

framework 3.5のライブラリを利用した。 

5. 新潟県図上訓練における実証 

４章までで開発をしたプロトタイプ版の「業務構造と連

携した動的情報管理システム」の稼働性・有用性を検証す

るために、新潟県が主催した図上訓練の一部の機能におい

て、本システムを実装し、検証した。 

新潟県は、新潟県にとって最悪の災害であったと言われ

ている 2004年 7.13新潟・福島豪雨災害（以下、7.13水害）

と同じ災害が発生するというシナリオのもとで、情報収

集・対応のあり方・意思決定過程を確認することを目的と

して、2015 年 1 月 26 日に図上訓練を実施した。7.13 水害

は、新潟県に位置する信濃川水系の五十嵐川や刈谷田川、

中之島川の堤防が 11ヶ所で決壊し、三条市と中之島町（現

在は長岡市）を中心に、長岡市や見附市などをも含めて、

広範囲で浸水被害が発生した。本災害により、新潟県では

15名の死者が発生したほか、全壊 70棟、半壊 5,345棟とい

った建物被害も発生した[3]。 

新潟県は、7.13 水害をシナリオをとして、堤防決壊の寸

前の局面において、河川の水位状況や気象状況の情報を収

集し、今後の被災可能性を推測し、一手先の対応をとるべ

く、状況把握と対応行動の見直しを実施した。本システム

の検証にあたり、この図上訓練のうち、「避難支援業務」

を対象とした。本訓練での実証に先立ち、WBS Managerを

用いて業務分析を実施した。避難支援業務は、災害発生以

前に避難所として指定する上で実施すべき仕事、災害発生

後に避難を実施し、その状況を把握して支援する仕事の大

きく 2 つに分かれる。本訓練では、これらを合わせて 1 つ

の業務として位置づけていた。そのため、業務構造として

は、第 1階層は 8の仕事の集合体となり、第 2階層には 20

の仕事、第 3階層には 33の仕事が位置づけられた。このよ

うな業務構造を同定した後に、各仕事に対して収集および

確認すべき情報項目を同定した。 

これらの情報項目は、業務構造とともにエクセル形式で

データとして出力し、そのデータを元にして、データベー

スへの反映を行なった。とくに、リスト形式の情報項目に

ついては、選択肢を事前に指定する作業を進めた。 

くわえて、避難支援業務を遂行するにあたり、新潟県下

の各避難所を対象とする必要があった。しかし、本訓練で

は 7.13水害をシナリオとしており、主に三条市・中之島町

が対象となっていたため、その該当地域および付近に位置

する 425 の避難所を抽出した。425 の避難所に対して、実

務者は状況を把握し、今後の状況変化を推測し、必要な支

援を実施し、避難状況の変化を追従する。これを本研究で

開発したシステム上で、情報管理として実施可能となるよ

う、最終調整を行い、訓練で実装した。 

訓練で本システムの被験者となった職員は、避難支援の

担当 3 名（うち 1 名は班長）であった。班長は、システム

を俯瞰し、2名の担当者に指示を出す役割である。2名の担

当者は、それぞれに本システムを操作し、その時点時点で

収集された情報を、本システム内に記録していく。2 名の

担当者のうち 1 名は、情報管理以外の仕事の担当となった

ため、実質は 1名の担当者が操作することとなった。 

また、前述のように、プロトタイプ版である本システム

は、地図機能とは切り離しており、地図用の画面と、本シ

ステムの稼働画面の 2 つを閲覧し、必要に応じて地図を確

認しながら、意思決定を行い、その結果および収集された

情報をシステムに登録するという流れとなった。 

入力された結果を
リアルタイムに一覧表示

→ 表示項目も業務構造に
もとづいて選択可能

１．選択式は度数で表示
２．数値は合計値を表示
３．文字列は集計対象外
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本実証を通して、以下に示すように、実務者よりシステ

ムの評価を得た。総じて、システムの意義は理解され、運

用はされたものの、社会実装に向けて解決すべき課題も表

出化した。 

① １つの業務対象に特化した個票形式も必要であるが、

「網羅的な調査」のような場合には、業務対象をリ

スト化し、情報項目を限定することは作業効率を高

める。 

② 構造化された業務が表示されることにより、「これ

から何をすべきか」「その後に何をすべきか」を把

握でき、業務の進め方に関する道しるべとなる。 

③ 業務対象としてリスト化された地物が、空間的な観

点から導出されたものであり、その根拠となる地図

自体を確認することで、新たに対応すべき課題の確

認が進む。 

④ 業務対象がリスト化された場合、県の立場ではその

数が多い。入力（収集）すべき情報は、業務対象単

位・情報項目単位で、一括で取得できるわけではな

く、ある業務対象のある情報項目のように、情報は

バラバラと取得できる。この際には、「どこに入力

すべきか」を探すことが大変。 

⑤ （今回は地図と独立していたため）業務対象を選択

した場合に、地図で確認したい。逆に、地図で対象

の絞り込みをすれば、そのリストを帳票として出し

てもほしい。 

⑥ 入力・集計等した結果を適切にレイアウトし、印刷

したい。またエクセルや CSV 形式でダウンロードし

たい。 

これらの意見のうち、①～③については、システムに対

する良い評価である。一方で、④～⑥は、システムの要件

を見直す必要のある課題であった。④は、検索・項目同定

等の機能拡充が必要であることを示している。⑤は、地図

連携機能の強化が必須であることを示している。⑥は、自

由なレイアウトは難しいが、ある程度の自由度を持たせた

レイアウト機能ならびにデータエクスポート機能の拡充が

必要であることを示している。これらの検証から得られた

課題はシステム要件にフィードバックさせ、今後のさらな

る改良過程において、システムに機能拡張等の実装を行い、

解決することとした。 

6. おわりに 

本研究では、近年の ICT の進展を踏まえ、効果的な災害

対応を実現するための情報管理システムの開発を目指した。

一般的な情報管理システムでは、事前での要件定義が必要

となるものの、災害対応のように、事前にすべての業務や

情報項目を明らかにできない場合には、十分な要件定義が

できない。これを課題としてとらえ、業務構造と連携した

動的情報管理システムを開発することとした。 

業務・仕事を遂行することによって、情報処理が進むこ

とに着目し、業務・仕事の構造と、それに関連する情報項

目とを同時に整理することとした。これを支える仕組みと

して、WBS Managerを援用した。WBS Managerで得られた

結果である業務構造を用い、その中で定義される情報項目

を自動的に入力画面として表示する仕組みを設計・開発し

た。本システムは、入力だけでなく、その結果を一覧表

示・集計表示する機能をも設計・実装し、担当者から上職

位者に至るまでが、本システムを活用できるよう整備した。 

システムのプロトタイプ版を開発した後に、2015年 1 月

に新潟県が主催した図上訓練において仮実装し、実務者の

利用を通して、システムの有用性を検証した。システムの

意義や有用性については、一定の評価を得た一方で、混沌

とした災害対応現場において利用する上で解決すべき課題

を得た。これらの課題に対しては、今後の見直し過程にお

いて、システム要件に反映することを計画している。 

我が国では、近い将来、南海トラフ巨大地震や首都直下

地震といった大規模・広域災害の発生が想定されている。

このような災害発生に対して、事前からすべての業務や仕

事、その中で処理すべき情報項目を明らかにすることは、

きわめて難しい。すなわち、災害が発生した現場において、

柔軟に業務・仕事を構造的に整理し、必要な情報を収集で

きる入力様式を、即時的に作成することが求められる。本

研究で開発したシステムは、この課題を解決することを、

最終目標として掲げている。今後、本研究をさらに推進し、

社会実装を通して、様々な災害に対する社会の防災力の向

上に寄与することを目指す。 

また、本システムが取り扱った「業務構造」は、「災害

が発生した際に起こりうる状況を推測し、実施すべき業

務・仕事を整理したもの」にとどまらない。日本の各地で

発生する様々な災害における対応を、業務・仕事の集合体

として記録し、構造的に分析することで、「過去の対応経

験」を業務構造として蓄積することが可能となる。これら

の業務構造を継承することで、次なる災害発生時の対応能

力の向上が期待できる。業務構造と連携し、情報処理を進

めることができれば、災害時の情報処理システムの標準化

を推進できるとともに、災害対応における情報管理の抜

け・もれ・落ちを最小限にとどめることができると考えて

いる。そのためにも、本研究をさらに推進させ、情報工学

の観点から、社会の防災力向上に寄与したいと考えている。 
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